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建設工事に係る技術業務における業務成果の品質低下の防止について

（通知）

標記について、別紙のとおり定め、令和３年４月１日以降に入札手続きを開始す

るものについて試行することとしたので、遺漏のないよう措置されたい。

添付書類：別紙「建設工事に係る技術業務における業務成果の品質低下の防止につ

いて」

写送付先：整備計画局施設整備官、提供施設計画官、施設技術管理官



別紙

建設工事に係る技術業務における業務成果の品質低下の防止について

建設工事に係る技術業務について、低価格の落札により業務成果の品質が低下す

ることを防ぐための対応を以下のとおり定め、当分の間試行することとしたので留

意されたい。

１ 土壌汚染調査

(1) 建設工事に係る技術業務の契約等における一般競争入札の実施細則について

（防整施第５２５２号。令和２年３月３１日）の規定による総合評価落札方式

により入札を行う。

(2) 建設工事に係る技術業務の契約等における履行確実性総合評価落札方式の試

行について（通知）（防整施第６９４３号。２８．３．３１）の規定にかかわ

らず、予定価格が１，０００万円以下の業務であっても、当該通知の「調査基

準価格」を、「調査基準価格の算出方法に準じて算出した価格（以下「品質確

保基準価格」という。）」と読み替えて、当該通知を適用するものとする。

(3) 建設工事に係る技術業務の契約等における第三者履行確認の義務付けの試行

について（通知）（防整施第６９２５号。２８．３．３１）（以下、「第三者履

行確認通知」という。）の規定にかかわらず、予定価格が５００万円未満の業

務であっても品質確保基準価格を設定し、当該通知を適用するものとする。

(4) 予定価格が１，０００万円以下の業務において、履行確実性総合評価落札方

式及び第三者履行確認を適用する場合の手続きのフローは、付紙に示す。

２ 測量調査及び土質調査

第三者履行確認通知の規定にかかわらず、予定価格が５００万円未満の業務で

あっても品質確保基準価格を設定し、当該通知を適用するものとする。

３ フォローアップのための資料提出

本試行の実施に当たり、各地方防衛局調達部調達計画課、各地方防衛支局建設

計画官付及び名護防衛事務所建設課は、以下に掲げる資料を取りまとめの上、整

備計画局建設制度官に提出するものとする。

(1) 積算のために徴取した見積書並びに集計表

当該業務を契約した月の翌月１５日までに提出する。なお、上記１に掲げる

業務に限る。

(2) 業務成績評定通知書の写し

当該業務の業務成績評定通知書を作成した月の翌月１５日までに提出する。

(3) 第三者履行確認に係る資料（履行確認実施計画（業務計画書のうち当該部分

を抜粋したものをいう。）及び第三者履行確認通知に定める付紙第１から第９

をいう。）

当該業務が完了した月の翌月１５日までに提出する。なお、当該業務におい

て第三者履行確認を義務付けた場合に限る。



４ その他

(1) 本試行は、各地方防衛局調達部、各地方防衛支局建設計画官又は名護防衛事

務所が所掌する業務に限るものとする。

(2) 本試行の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局建設制度官と協議す

るものとする。



付紙

予定価格1,000万円以下の場合における手続の全体フロー

開 札

予定価格超過 品質確保基準価格以上、予定価格以下
入札書と予定価格調書との確認

品質確保基準価格未満

予定価格を超過した者は 品質確保基準価格未満の会社に追加資料の提出

ヒアリングを実施しない 要請(要請は、開札日から２日以内（開札日及び

行政機関の休日を除く）、期限は要請を行った

日の翌日から３日後（行政機関の休日を除く）)

及びヒアリングの実施日、方法通知

品質確保基準価格未満で入札した会社にヒアリ

ングを実施(追加資料提出期限から５日以内を標

準)

品質確保基準価格以上、予定価格以下

評価値の確定

品質確保基準価格未満

履行確認が実施可能かヒアリングを実施する

実施不可能

実施可能 入札の無効

次に落札者となるべき者の確認

実施不可能

品質確保基準価格未満 品質確保基準価格以上

予定価格以下

履行確認が実施可能か

ヒアリングを実施する

実施可能

落札予定者の確定

落札者の決定


